法人設立事前協議事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　地区名　　　　　　　　　
組織名　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　個人名　　　　　　　　　

＜法人設立時要検討事項＞

１．設立(予定)法人のイメージ・概要
○ 経営理念、業務内容、面積規模、労務提供者　等


２．法人形態･･･　農事組合法人1号又は1･2号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３．農業生産法人の要件等（農地を法人として借りる場合は、農地法上の「農業生産法人」の各種要件も兼ね備える必要があります。）
○構成員(出資者=組合員)を誰にするのか。出資総額と各人の出資割合等

　　　（農事組合法人の場合、農協法上の組合員資格と農地法上の構成員要件の両方兼ね備える必要があります。）
○業務執行役員(理事)を誰にするのか。（農事組合法人の理事は、当法人の農民たる組合員でなければなりません。）
○役付役員(代表理事、監事等)を誰にするのか。（監事は置いても置かなくてもかまいません。監事は、当法人の組合員でなくてもかまいせん。）
４．定款及び事業目論見書（素案検討）

５．給与制と従事分量配当制のどちらを選択するか。
（両方同時に選択はできません。）
・［給与制］とは、当法人の組合員(出資者)に労働の対価として、労働報酬を払うことであり、もらった側は、給与所得の概念となります。給与所得控除が受けられ、相当額の給与が支給される人は、もらった側の節税となりますが、源泉徴収事務・社会保険事務等が必要になります。
　　　　　なお、役付役員(代表理事、監事等)等で税法上、使用人兼務役員となれない人へは、１年間の年俸制で、その総額を１２で割り、毎月一定額の役員報酬（定期同額給与）を支払うこととし、賞与は支給しないようにすることが望ましいです。あえて賞与を払う場合は、税金が余分にかかることになります。
・［従事分量配当制］とは、当法人の利益を組合員に１年間の労務提供、労務内容に応じて、剰余金処分案にて配当することです。もらった側は、事業所得(農業所得)となります。なお、組合員以外で監事に就任している人がいれば、年俸制の役員報酬（給与所得の概念）となります。
　　また、当該従事分量配当は、法人税法上、損金になり、消費税法上、支払う農事組合法人側は課税仕入、受取る組合員側は、課税売上となります。
６．責任者はだれか。（１）

○管理部門業務･･･経営計画、経営管理、総会、役員会、経理、決算、税務、
給与支払事務、源泉徴収事務、社会保険事務、その他事務
７．責任者はだれか。（２）

○作業計画、作業管理･･･作業計画、圃場図、人員配置、労務管理、作業日誌、
機械管理　等

８．畦畔管理、水管理、草取り等はどのような方法で、誰が行うのか。

　　（年間管理委託方式等どのような方式をとるのか。）

　　　・法人が直接実施し、出役による賃金又は従事分量配当を払う方式か。
　　　・農地所有者(地主)･応援者に管理委託し、年間管理委託料を払う方式か。
　　　・支払小作料のレベルはどうするのか。
９．社会保険制度の適用関係･･･全国健康保険協会管掌健康保険、厚生年金、雇用保険、労災保険
・労働者はだれか。
・労働日数は。
・労働報酬は。
＊労災保険の手続きは、必ず行うこと。従事分量配当制の場合は、労災保険特別加入制度を活用することが望ましい。補完的に下記のJA共済も活用。
１０．傷害共済(任意)･･･農業法人として契約手続き、役職員の福利厚生の一環（例：ＪＡ普通傷害共済又はＪＡ就業中傷害共済等）

１１．剰余金の処分方法

・法人内部に留保し（利益準備金、任意積立金等）、自己資本増強にあてます。
・役員賞与や出資配当すれば税金がかさむので、通常はしないこと。
１２．欠損金の処理方法

・前期繰越剰余金、任意積立金、利益準備金にて、補てんします。欠損金を繰越こともできます。
１３．その他
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